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■第１次ジョコ政権は総じて及第点 

2019 年 10 月 20 日、第 2 次ジョコ政権が発足した。第

2 次ジョコ政権の注目点や課題を指摘するにあたって、第

1 次ジョコ政権（2014 年 10 月～19 年 10 月）の経済政

策を振り返ると、概ね及第点であったと言える。 

第 1 次ジョコ政権が経済政策で特に重視したのが、以

下の 3 点である。第 1 に、高成長への回帰である。公約

に掲げた＋7％成長は達成できなかったものの、インフラ

予算の拡充を柱とした政策によって、2010 年をピークに

低下傾向をたどっていた経済成長率を緩やかな上昇に転

じさせることに成功した。 

第 2 に、地域間格差の解消である。インドネシアは長期にわたる首都ジャカルタ中心の開発政策によ

り、ジャカルタ周辺とそれ以外で非常に大きな経済格差を抱えることになった。ジョコ大統領は、ジャ

ワ島以外への経済特区の設置や地方インフラの整備等、地方の自立を促す政策でこの問題に対応した。

この結果、ジニ係数が政治的不安定性を招くとされる 0.4 を下回る等、小幅ながら格差縮小に一定の進

展がみられた。 

第 3 に、製造業の育成である。第 1 次ジョコ政権は、海外からの投資促進に向けて投資窓口の一元化

やネガティブリストの緩和、インフラ整備等、長年指摘されてきた問題に真正面から取り組んだ。もっ

とも、外資企業が過去の経験からインドネシアの投資環境改善に強い不信感を持っていたため様子見姿

勢が根強く、第１次政権下で目立った成果は得られなかった。しかし、政策の方向性に誤りはなかった

とみられる。 

■改革路線の継続に不透明感 

ジョコ大統領は、今後も改革路線を継続する意向である。7 月 14 日の支持者集会では、第 2 次政権の

5 年間の重点政策として、①インフラ開発、②人材開発、③投資促進、④官僚制度改革、⑤効率的な国

家予算利用を掲げた。 

しかし、最近のジョコ政権の動きをみる限りでは、改革路線を断行する姿勢に揺らぎもみえる。実際、

2020 年度予算では、政権のインフラ開発への本気度を測る指標となるインフラ整備向け予算が、前年度

比＋1.0％と 2014 年のジョコ政権発足以来最低の伸びになっただけでなく、対名目 GDP 比では 3 年連

続の減少となる見込みである（右図）。 

インドネシア経済の歩みを振り返ると、これまでも折に触れて経済構造改革への期待が高まる局面

はあったものの、世界第 4 位の人口が持つ市場の潜在力や豊富な天然資源の存在に安住し、結局は改

革を先送りし続けるという過ちの繰り返しであった。このままでは、第 2 次ジョコ政権もこの悪癖を

再現してしまう恐れがある。インフラ予算拡充へ向けた財政面での制約があるなか、民間企業が参画

しやすい官民連携プロジェクトへのスキームの策定等代替策を講じて、内外からの高い期待をつなぎ

とめる努力が求められよう。  
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